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(57)【要約】
【課題】ブースターの有無に関わらず、アンテナの共振
周波数に適切に制御でき、これにより安定した通信特性
を得ることができる送信装置等の技術を提供すること。
【解決手段】アンテナ共振部１１０は、アンテナコイル
Ｌ１と、インピーダンスマッチング部１１４とを含む。
駆動部（例えばアンテナ駆動部１３０）は、アンテナ共
振部１１０への送信信号を生成する。検出部１０６は、
駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力を検出
する。制御部１４０は、インピーダンスマッチング部１
１４を制御する制御信号を生成可能であり、制御信号の
うち、検出部１０６で検出された駆動電流または駆動電
力が最小となる最適制御値を使用して、アンテナ共振部
１１０の共振周波数を制御する。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部と、
　前記アンテナ共振部への送信信号を生成する駆動部と、
　前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力を検出する検出部と、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり、前記制御信号
のうち、前記検出部で検出された駆動電流または駆動電力が最小となる最適制御値を使用
して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御する制御部と
　を具備する送信装置。
【請求項２】
　請求項１に記載の送信装置であって、
　前記制御部は、所定のサーチ範囲内で前記制御信号を出力することにより、前記最適制
御値を検出する
　送信装置。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の送信装置であって、
　前記検出部は、前記駆動電流の平均値または実効値を出力する
　送信装置。
【請求項４】
　請求項１に記載の送信装置であって、
　前記駆動電流または前記駆動電力が最小となるときの前記インピーダンスマッチング部
における被制御量に対応する最適な時間差であって、前記送信信号と前記アンテナコイル
に流れるアンテナ電流との最適時間差を記憶する記憶部
　をさらに具備する送信装置。
【請求項５】
　請求項４に記載の送信装置であって、
　前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との時間差を測定する測定部
　をさらに具備する送信装置。
【請求項６】
　請求項５に記載の送信装置であって、
　前記制御部は、所定のサーチ範囲内で前記制御信号を出力することにより、前記測定部
で測定された時間差を取得し、その測定された時間差と、前記最適時間差との比較結果に
基づき、前記最適制御値を検出する
　送信装置。
【請求項７】
　請求項５または６に記載の送信装置であって、
　前記測定部は、前記駆動部から出力され前記アンテナ共振部へ入力される前記送信信号
の位相と、前記アンテナ電流の位相とを比較する位相比較器を有する
　送信装置。
【請求項８】
　請求項７に記載の送信装置であって、
　前記駆動部は、
　　発振部と、
　　前記発振部からの信号が入力され、前記送信信号として、第１信号および前記第１信
号の位相とは逆位相の第２信号をそれぞれ生成する一対の差動増幅器とを有し、
　前記位相比較器は、前記一対の差動増幅器がそれぞれ生成する信号のうち前記第１信号
の位相と、前記第１信号による前記アンテナ電流の位相とを比較する
　送信装置。
【請求項９】
　請求項７に記載の送信装置であって、
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　前記駆動部は、
　　前記アンテナ電流の増幅する外部駆動部と、
　　発振部と、
　　前記発振部からの信号が入力され、前記送信信号として、第１信号および前記第１信
号の位相とは逆位相の第２信号をそれぞれ生成する一対の差動増幅器とを有し、
　前記位相比較器は、前記一対の差動増幅器がそれぞれ生成する信号のうち前記第１信号
の位相と、前記第２信号による前記アンテナ電流の位相とを比較する
　送信装置。
【請求項１０】
　請求項１に記載の送信装置であって、
　前記駆動部は、前記アンテナ電流の増幅する外部駆動部を有する
　送信装置。
【請求項１１】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部と、
　前記アンテナ共振部への送信信号を生成する駆動部と、
　前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との時間差を測定する測定部
と、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり、前記制御信号
のうち最適制御値であって、前記測定部により測定された時間差のうち、前記駆動部が動
作するための駆動電流または駆動電力が最小となるときの最適時間差に対応する最適制御
値を使用して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御する制御部と
　を具備する送信装置。
【請求項１２】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部を駆動するア
ンテナ駆動装置であって、
　前記アンテナ共振部への送信信号を生成する生成部と、
　前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力を検出する検出部により検出され
た前記駆動電流の値を取得する取得部と、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり、前記制御信号
のうち、前記検出部で検出された駆動電流または駆動電力が最小となる最適制御値を使用
して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御する制御部と
　を具備するアンテナ駆動装置。
【請求項１３】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部を駆動するア
ンテナ駆動装置であって、
　前記アンテナ共振部への送信信号を生成する生成部と、
　前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との時間差を測定する測定部
により測定された前記時間差を取得する取得部と、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり、前記制御信号
のうち最適制御値であって、前記測定部により測定された時間差のうち、前記駆動部が動
作するための駆動電流または駆動電力が最小となるときの最適時間差に対応する最適制御
値を使用して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御する制御部と
　を具備するアンテナ駆動装置。
【請求項１４】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部と、前記アン
テナ共振部への送信信号を生成する駆動部とを備える送信装置による、前記アンテナ共振
部の共振周波数のチューニング方法であって、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を出力し、
　前記制御信号の出力に応じて前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力を検
出することで、前記制御信号のうち、前記駆動電流または前記駆動電力が最小となる最適
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制御値を検出する
　チューニング方法。
【請求項１５】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部と、前記アン
テナ共振部への送信信号を生成する駆動部とを備える送信装置による、前記アンテナ共振
部の共振周波数のチューニング方法であって、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を出力し、
　前記制御信号の出力に応じて前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流
との時間差を測定し、
　測定された時間差と、前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力が最小とな
るときの前記インピーダンスマッチング部における被制御量に対応する最適な時間差であ
って、前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との最適時間差とを比較
することで、前記制御信号のうち、前記駆動電流または前記駆動電力が最小となる最適制
御値を検出する
　チューニング方法。
【請求項１６】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部と、前記アン
テナ共振部への送信信号を生成する駆動部とを備える送信装置により実行されるプログラ
ムであって、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を出力し、
　前記制御信号の出力に応じて前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力を検
出することで、前記制御信号のうち、前記駆動電流または前記駆動電力が最小となる最適
制御値を検出する
　ことを前記送信装置に実行させるプログラム。
【請求項１７】
　アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含むアンテナ共振部と、前記アン
テナ共振部への送信信号を生成する駆動部とを備える送信装置により実行されるプログラ
ムであって、
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を出力し、
　前記制御信号の出力に応じて前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流
との時間差を測定し、
　測定された時間差と、前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力が最小とな
るときの前記インピーダンスマッチング部における被制御量に対応する最適な時間差であ
って、前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との最適時間差とを比較
することで、前記制御信号のうち、前記駆動電流または前記駆動電力が最小となる最適制
御値を検出する
　ことを前記送信装置に実行させるプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電磁結合により非接触通信または非接触給電を行う送信装置等の技術に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　近年、近距離における非接触通信技術であるＮＦＣ（Near Field Communication）を利
用した非接触通信システムの普及が著しい。ＮＦＣは、クレジットカード、電子マネー、
電子乗車券、ＩＤカード、貨物管理用タグ、メモリカード、非接触式電力伝送システムな
どに、広く利用されている。このような非接触通信システムでは、システム専用のリーダ
／ライタ（以下、R/Wと記す）装置の送信アンテナ（共振回路）から出力された送信信号
を、非接触ＩＣ（Integrated circuit）カード内に設けられた受信アンテナが電磁誘導作
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用により受信する。
【０００３】
　このような非接触通信システムでは、安定した通信特性を得るためには、R/W装置内の
信号源の周波数と、R/W装置の送信アンテナの共振周波数と、非接触ＩＣカード内の受信
アンテナ（共振回路）の共振周波数とが互いに一致することが重要である。しかしながら
、非接触ＩＣカードの受信アンテナまたはR/W装置の送信アンテナの共振周波数は、R/W装
置が使用される環境等、様々な要因により変動する。この場合、非接触ＩＣカードおよび
R/W装置間で安定して情報を送受信することが困難になる。
【０００４】
　そこで、非接触通信システムの技術分野では、あらゆる条件下において、安定した通信
状態を保つための様々な技術が提案されている。例えば特許文献１の非接触通信装置では
、アンテナ駆動部（例えばＬＳＩ）では、差動増幅器でなる測定部が、発振部からの出力
電流（ＬＳＩによる駆動電流）を測定する。そして、制御部が、その出力電流の最小値ま
たは最大値を検出し、それら最小値または最大値に対応する最適制御値を使用して共振周
波数を制御している（特許文献１の［要約］に記載）。
【０００５】
　ところで、例えば非接触式の通信装置では、パワー不足による通信エラーが発生するこ
とがある。そこで、通信パワーの増幅のためにブースターが設けられる場合がある。
【０００６】
　例えば、特許文献２では、ブースターを用いることの必要性が述べられている。非接触
型のＲＦＩＤリーダ／ライタと、ＲＦＩＤタグとの通信距離は、数ｃｍである。しかし、
上述のように、種々の用途が考えられるＲＦＩＤシステムでは、多様な用途が考えられ、
適用分野によっては、通信距離をさらに延長できることが望ましい。これに対処するため
、ＲＦＩＤタグとＲＦＩＤリーダライタとの間に、ブースターアンテナを配置することが
提案されている（特許文献２の明細書段落［０００５］記載）。
【０００７】
　特許文献３では、小型のアンテナでも通信距離を確保するためにブースターを設けるこ
とが開示されている。また、この特許文献３では、ＮＦＣコントローラと接続された検波
回路が当該ＮＦＣコントローラからの入力信号に基づき検波信号を生成し、検波信号によ
り起動した電源がブースターに電力を供給する。これにより、非通信状態では、ブースタ
ーが動作しないため、無線通信装置の消費電力を抑えることができる（特許文献３の明細
書段落［０００５］、［００１６］、［００１９］、［００２５］記載）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開2016-25460号公報
【特許文献２】特開2009-21970号公報
【特許文献３】特開2015-177389号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　ブースターアンテナコイルを、メモリカードなど小型の送信機内に搭載することは難し
い。また、ブースターの有無に関わらず、様々な環境の中で、適切な共振周波数に制御さ
れることが要求される。
【００１０】
　本発明の目的は、ブースターの有無に関わらず、アンテナの共振周波数に適切に制御で
き、これにより安定した通信特性を得ることができる送信装置等の技術を提供することに
ある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
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　上記目的を達成するため、本発明の一形態に係る送信装置は、アンテナ共振部と、駆動
部と、検出部と、制御部とを含む。
　前記アンテナ共振部は、アンテナコイルと、インピーダンスマッチング部とを含む。
　前記駆動部は、前記アンテナ共振部への送信信号を生成する。
　前記検出部は、前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力を検出する。
　前記制御部は、前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり
、前記制御信号のうち、前記検出部で検出された駆動電流または駆動電力が最小となる最
適制御値を使用して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御する。
【００１２】
　このような構成によれば、駆動部が動作するための駆動電流、またはその駆動電流に基
づく駆動電力が最小になるように共振周波数が制御されるので、ブースターの有無に関わ
らず、送信装置が使用される環境の変動に応じて、アンテナの共振周波数に適切に制御で
き、安定した通信特性を得ることができる。
【００１３】
　前記制御部は、所定のサーチ範囲内で前記制御信号を出力することにより、前記最適制
御値を検出するように構成されていてもよい。
【００１４】
　前記検出部は、前記駆動電流の平均値または実効値を出力するように構成されていても
よい。
【００１５】
　前記送信装置は、前記駆動電流または前記駆動電力が最小となるときの前記インピーダ
ンスマッチング部における被制御量に対応する最適な時間差であって、前記送信信号と前
記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との最適時間差を記憶する記憶部をさらに具備し
てもよい。
　これにより、制御部は、最適時間差に基づき、その最適時間差に対応する最適制御値を
用いて、共振周波数を制御することができる。
【００１６】
　前記送信装置は、前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との時間差
を測定する測定部をさらに具備してもよい。
【００１７】
　前記制御部は、所定のサーチ範囲内で前記制御信号を出力することにより、前記測定部
で測定された時間差を取得し、その測定された時間差と、前記最適時間差との比較結果に
基づき、前記最適制御値を検出するように構成されていてもよい。
　これにより、送信装置は、環境の変動に対応した最適制御値を使用することができる。
【００１８】
　前記測定部は、前記駆動部から出力され前記アンテナ共振部へ入力される前記送信信号
の位相と、前記アンテナ電流の位相とを比較する位相比較器を有する。
【００１９】
　前記駆動部は、発振部と、前記発振部からの信号が入力され、前記送信信号として、第
１信号および前記第１信号の位相とは逆位相の第２信号をそれぞれ生成する一対の差動増
幅器とを有していてもよい。
　前記位相比較器は、前記一対の差動増幅器がそれぞれ生成する信号のうち前記第１信号
の位相と、前記第１信号による前記アンテナ電流の位相とを比較するように構成されてい
てもよい。
【００２０】
　前記駆動部は、前記アンテナ電流の増幅する外部駆動部と、発振部と、前記発振部から
の信号が入力され、前記送信信号として、第１信号および前記第１信号の位相とは逆位相
の第２信号をそれぞれ生成する一対の差動増幅器とを有していてもよい。
　前記位相比較器は、前記一対の差動増幅器がそれぞれ生成する信号のうち前記第１信号
の位相と、前記第２信号による前記アンテナ電流の位相とを比較するように構成されてい
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てもよい。
【００２１】
　前記駆動部は、前記アンテナ電流の増幅する外部駆動部を有していてもよい。
【００２２】
　本発明の他の形態に係る送信装置は、上記したアンテナ共振部と、上記した駆動部と、
測定部と、制御部とを具備する。
　前記測定部は、前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との時間差を
測定する。
　前記制御部は、前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり
、前記制御信号のうち最適制御値を使用して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御す
る。前記最適制御値は、前記測定部により測定された時間差のうち、前記駆動部が動作す
るための駆動電流または駆動電力が最小となるときの最適時間差に対応する値である。
【００２３】
　このような構成によれば、最適時間差を使用して、駆動部が動作するための駆動電流、
またはその駆動電流に基づく駆動電力が最小となるように共振周波数が制御されるので、
ブースターの有無に関わらず、アンテナの共振周波数に適切に制御でき、安定した通信特
性を得ることができる。
【００２４】
　本発明の一形態に係るアンテナ駆動装置は、アンテナコイルと、インピーダンスマッチ
ング部とを含むアンテナ共振部を駆動するアンテナ駆動装置であって、生成部と、取得部
と、制御部とを具備する。
　前記生成部は、前記アンテナ共振部への送信信号を生成する。
　前記取得部は、前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力を検出する検出部
により検出された前記駆動電流の値を取得する。
　前記制御部は、前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり
、前記制御信号のうち、前記検出部で検出された駆動電流または駆動電力が最小となる最
適制御値を使用して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御する。
【００２５】
　本発明の他の形態に係るアンテナ駆動装置は、アンテナコイルと、インピーダンスマッ
チング部とを含むアンテナ共振部を駆動するアンテナ駆動装置であって、上記した生成部
と、取得部と、制御部とを具備する。
　前記取得部は、前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との時間差を
測定する測定部により測定された前記時間差を取得する。
　前記制御部は、前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号を生成可能であり
、前記制御信号のうち最適制御値を使用して、前記アンテナ共振部の共振周波数を制御す
る。前記最適制御値は、前記測定部により測定された時間差のうち、前記駆動部が動作す
るための駆動電流または駆動電力が最小となるときの最適時間差に対応する値である。
【００２６】
　本発明の一形態に係るチューニング方法は、上記したアンテナ共振部と、上記した駆動
部とを備える送信装置による、前記アンテナ共振部の共振周波数のチューニング方法であ
る。
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号が出力される。
　前記制御信号の出力に応じて前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力が検
出されることで、前記制御信号のうち、前記駆動電流または前記駆動電力が最小となる最
適制御値が検出される。
【００２７】
　本発明の他の形態に係るチューニング方法は、上記したアンテナ共振部と、上記した駆
動部とを備える送信装置による、前記アンテナ共振部の共振周波数のチューニング方法で
ある。
　前記インピーダンスマッチング部を制御する制御信号が出力される。
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　前記制御信号の出力に応じて前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流
との時間差が測定される。
　測定された時間差と、前記駆動部が動作するための駆動電流または駆動電力が最小とな
るときの前記インピーダンスマッチング部における被制御量に対応する最適な時間差であ
って、前記送信信号と前記アンテナコイルに流れるアンテナ電流との最適時間差とが比較
されることで、前記制御信号のうち、前記駆動電流または前記駆動電力が最小となる最適
制御値が検出される。
【００２８】
　上記チューニング方法を実行する送信装置のプログラムも提供され得る。
【発明の効果】
【００２９】
　以上、本発明によれば、ブースターの有無に関わらず、アンテナの共振周波数に適切に
制御でき、これにより安定した通信特性を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００３０】
【図１】図１は、本発明の一実施形態に係る非接触通信システムの構成を示すブロック図
である。
【図２】図２は、図１に示した送信装置として、ブースターを持たない送信装置の回路構
成を示す。
【図３】図３は、図１に示した送信装置として、ブースターを持つ送信装置の回路構成を
示す。
【図４】図４は、参考例に係る、ブースターを持たない送信装置の基本的な回路構成を示
す。
【図５】図５は、参考例に係る、ブースターを持つ送信装置の基本的な回路構成を示す。
【図６】図６Ａ～Ｃは、図４に示した参考例に係る送信装置において、共振条件での各部
の信号の計算結果を示すグラフである。
【図７】図７Ａ～Ｃは、図５に示した参考例に係る送信装置において、共振条件での各部
の信号を示すグラフである。
【図８】図８は、ブースターを持たないおよびそれを持つ送信装置の両方について共振条
件をまとめた表である。
【図９】図９Ａは、ブースターを持たない送信装置について、容量Cpと、駆動電力、アン
テナ電流、および時間差との関係を示すグラフである。図９Ｂは、ブースターを持つ送信
装置について、容量Cpと、駆動電力、アンテナ電流、および時間差との関係を示すグラフ
である。
【図１０】図１０は、ブースターを持つ送信装置において、様々な値のマッチングインピ
ーダンスについての、容量Cpと、アンテナ電流および駆動電力との関係を示すグラフであ
る。
【図１１】図１１は、ブースターを持つ送信装置において、様々な値のマッチングインピ
ーダンスについての、容量Cpと時間差との関係を示すグラフである。
【図１２】図１２は、ブースターを持つ送信装置において、マッチングインピーダンスと
、アンテナ電流、時間差、駆動電力との関係を示すグラフである。
【図１３】図１３は、駆動電力最小法によるチューニング方法を示すフローチャートであ
る。
【図１４】図１４は、最適時間差法によるチューニング方法を示すフローチャートである
。
【図１５】図１５は、非接触給電システムの構成を示すブロック図である。
【図１６】図１６は、その非接触給電システムにおける、外部駆動回路を持つ送信装置（
給電装置）の回路構成を示す。
【図１７】図１７は、その外部駆動回路の構成を示す。
【発明を実施するための形態】
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【００３１】
　以下、図面を参照しながら、本発明の実施形態を説明する。
【００３２】
　１．非接触通信システム
【００３３】
　１．１）非接触通信システムの構成
【００３４】
　図１は、本発明の一実施形態に係る非接触通信システムの構成を示すブロック図である
。なお、図１では、各回路ブロック間において情報の入出力に関する配線を実線矢印で示
し、電力の供給に関する配線を破線矢印で示す。
【００３５】
　本発明の一実施形態に係る非接触通信システム１は、国際標準規格ＩＳＯ／ＩＥＣ１８
０９２を基礎とするＮＦＣ－Ａ、ＮＦＣ－Ｂ、ＮＦＣ－Ｆ等を含む近距離無線通信技術で
あるＮＦＣ（Near Field Communication）に適用される。
【００３６】
　非接触通信システム１は、送信装置１００と、受信装置２００とを備える。非接触通信
システム１は、送信装置１００と受信装置２００との間で非接触通信により情報の送受信
を行う。なお、非接触通信システム１の例としては、例えば、Ｆｅｌｉｃａ（登録商標）
に代表されるような非接触ＩＣカード規格と、ＮＦＣ規格とを組み合わせた通信システム
が挙げられる。
【００３７】
　１．２）送信装置
【００３８】
　送信装置１００について説明する。送信装置１００は、受信装置２００に対して非接触
でデータを読み書きするリーダライタ（R/W）機能を有する装置である。送信装置１００
は、図１に示すように、アンテナ共振部１１０、アンテナ駆動部１３０（駆動部、アンテ
ナ駆動装置）（図２参照）、検出部１０６、および記憶部１４５を備える。
【００３９】
　図１に示すようにアンテナ共振部１１０は、１次側アンテナ部１１２およびインピーダ
ンスマッチング部１１４を有し、後述するように、アンテナコイルＬ１および共振コンデ
ンサ（可変容量コンデンサ）を備える共振回路を構成する。アンテナ共振部１１０は、受
信装置２００の２次側アンテナ部２０１との間で、電磁結合により信号を送受信する。
【００４０】
　１次側アンテナ部１１２は、共振回路により所望の周波数の送信信号を送信すると共に
、受信装置２００からの応答信号を受信する機能を有する。
【００４１】
　インピーダンスマッチング部１１４は、アンテナ駆動部１３０の送信信号生成部（生成
部）１０１と１次側アンテナ部１１２との間のインピーダンスの整合を取るマッチング回
路としての機能を有する。本実施形態では、後述するように、アンテナ駆動部１３０の制
御部が、後述するようにインピーダンスマッチング部１１４を制御することにより、送信
信号生成部１０１と１次側アンテナ部１１２との間のインピーダンスマッチングおよび共
振周波数の最適化を実現する。
【００４２】
　アンテナ駆動部１３０は、主に、送信信号生成部１０１、変調回路１０２、復調回路１
０３、および制御部１４０を有する。
【００４３】
　送信信号生成部１０１は、変調回路１０２から入力された送信データにより所望の周波
数（例えば13.56MHz）のキャリア信号を変調し、インピーダンスマッチング部１１４を介
して、当該変調したキャリア信号を１次側アンテナ部１１２に出力する機能を有する。
【００４４】
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　変調回路１０２は、制御部１４０から入力された送信データを符号化し、当該符号化し
た送信データを送信信号生成部１０１に出力する機能を有する。
【００４５】
　復調回路１０３は、１次側アンテナ部１１２で受信した応答信号をインピーダンスマッ
チング部１１４を介して取得し、該応答信号を復調する機能を有する。そして、復調回路
１０３は、復調した応答データを制御部１４０に出力する機能を有する。
【００４６】
　制御部１４０は、外部からの指令や内蔵するプログラムにしたがって、各種制御用の指
令信号を生成し、該指令信号を変調回路１０２に出力して、回路の動作を制御する機能を
有する。また、制御部１４０は、指令信号に対応した送信データを生成し、該送信データ
を変調回路１０２に供給する機能を有する。さらに、制御部１４０は、復調回路１０３で
復調された応答データに基づいて所定の処理を行う機能を有する。
【００４７】
　具体的には、制御部１４０は、送信装置１００のR/W機能とカード機能を制御する機能
を有する。R/W機能は、送信装置１００が、２次側機器（相手側機器）である受信装置２
００と通信（データの読み書き）を行う機能である。カード機能とは、図１に示した２次
側機器である受信装置２００の機能であり、送信装置１００が、その機能を持つことを意
味する。
【００４８】
　また、制御部１４０は、インピーダンスマッチング部１１４を制御する制御信号（例え
ば制御電圧）を生成し、これをインピーダンスマッチング部１１４に出力する。インピー
ダンスマッチング部１１４は、後述するように可変コンデンサ（可変容量コンデンサ）を
備え、制御信号により可変コンデンサの容量（被制御量）が調整される。これにより、ア
ンテナ共振部１１０の共振周波数が制御される。
【００４９】
　なお、制御部１４０は、送信装置１００のシステム全体を制御する制御部と、信号の送
受信を制御する送受信制御部とに、機能的または物理的に分かれていてもよい。この場合
、送受信制御部が、主に上記のインピーダンスマッチング部１１４の制御を実行するよう
に構成される。
【００５０】
　制御部１４０は、例えば主にＣＰＵ（Central Processing Unit）および／またはＰＬ
Ｄ(Programmable Logic Device）により構成される。
【００５１】
　検出部１０６は、アンテナ駆動部１３０に接続された電源１０７から供給される電流を
検出する機能を有する。この電流は、アンテナ駆動部１３０（および／または後述するブ
ースター）が動作するための駆動電流である。
【００５２】
　１．３）受信装置
【００５３】
　次に、受信装置２００について説明する。なお、図１に示す例では、受信装置２００を
非接触ＩＣカードとして動作するモバイル機器で構成した例を示す。また、この例では、
受信装置２００が、自身の共振周波数を調整する機能を備える例を説明する。
【００５４】
　受信装置２００は、図１に示すように、受信アンテナとしての機能を有する２次側アン
テナ部２０１、整流部２０４、受信制御部２０２、復調回路２０５、システム制御部２０
３、変調回路２０６、定電圧部２０７、バッテリー２０８を備える。
【００５５】
　２次側アンテナ部２０１は、例えば不図示の共振コイルおよび複数の共振コンデンサか
らなる共振回路を有している。この共振コンデンサは、制御電圧を印加することにより容
量が変化する可変コンデンサを含む構成となっている。２次側アンテナ部２０１は、送信
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装置１００の１次側アンテナ部１１２と電磁結合により通信を行い、１次側アンテナ部１
１２が発生する磁界を受けて、送信装置１００からの送信信号を受信する機能を有する。
この際、２次側アンテナ部２０１の共振周波数が所望の周波数となるように、可変コンデ
ンサの容量が調整される。
【００５６】
　整流部２０４は、例えば、整流用ダイオードと整流用コンデンサとからなる半波整流回
路で構成され、２次側アンテナ部２０１で受信した交流電力を直流電力に整流し、当該整
流した直流電力を定電圧部２０７に出力する機能を有する。
【００５７】
　定電圧部２０７は、整流部２０４から入力された電気信号（直流電力）に対して電圧変
動（データ成分）の抑制処理および安定化処理を施し、当該処理された直流電力を受信制
御部２０２に供給する機能を有する。なお、整流部２０４および定電圧部２０７を介して
出力された直流電力は、受信装置２００内のＩＣを動作させるための電源として使用され
る。
【００５８】
　受信制御部２０２は、２次側アンテナ部２０１の共振特性を制御して、受信時における
共振周波数の最適化を図る機能を有する。具体的には、２次側アンテナ部２０１内に含ま
れる可変コンデンサに制御電圧を印加してその容量を調整し、これにより、２次側アンテ
ナ部２０１の共振周波数を調整する。
【００５９】
　復調回路２０５は、２次側アンテナ部２０１で受信した受信信号を復調し、当該復調し
た信号をシステム制御部２０３に出力する機能を有する。
【００６０】
　システム制御部２０３は、復調回路２０５で復調された信号に基づいて、その内容を判
断して必要な処理を行い、変調回路２０６および受信制御部２０２を制御する機能を有す
る。
【００６１】
　変調回路２０６は、システム制御部２０３で判断された結果（復調信号の内容）に従っ
て受信キャリアを変調して応答信号を生成する機能を有する。また、変調回路２０６は、
生成した応答信号を２次側アンテナ部２０１に出力する機能を有する。変調回路２０６か
ら出力された応答信号は、非接触通信により、２次側アンテナ部２０１から１次側アンテ
ナ部１１２に送信される。
【００６２】
　バッテリー２０８は、システム制御部２０３に電力を供給する機能を有する。このバッ
テリー２０８への充電は、その充電端子を外部電源５０に接続することにより行われる。
図１に示す例のように、受信装置２００がバッテリー２０８を内蔵する構成である場合に
は、より安定した電力をシステム制御部２０３に供給することができ、安定した動作が可
能となる。
【００６３】
　なお、受信装置２００は、バッテリー２０８を使用せずに、整流部２０４および定電圧
部２０７を介して生成される直流電力を用いて、システム制御部２０３を駆動する構成で
あってもよい。
【００６４】
　本実施形態の非接触通信システム１では、送信装置１００の１次側アンテナ部１１２と
受信装置２００の２次側アンテナ部２０１との間において、電磁結合を介して非接触でデ
ータ通信を行う。このため、送信装置１００および受信装置２００において効率良く通信
を行うために、１次側アンテナ部１１２および２次側アンテナ部２０１の各共振回路が同
じキャリア周波数（例えば13.56MHz）で共振するように構成される。
【００６５】
　２．送信装置の回路構成
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【００６６】
　２．１）ブースター（外部駆動部）を持たない送信装置
【００６７】
　図２は、図１に示した送信装置１００として、ブースターを持たない送信装置１００Ａ
の回路構成を示す。ブースターを持たない送信装置１００Ａでは、アンテナ駆動部１３０
が「駆動部」として機能する。
【００６８】
　アンテナ共振部１１０は、アンテナコイルＬ１およびこれに接続されたインピーダンス
マッチング部１１４を有する。インピーダンスマッチング部１１４は、アンテナ駆動部１
３０とアンテナコイルＬ１のインピーダンス不整合を防ぎ、アンテナ駆動部１３０の負荷
（インピーダンス）をアンテナコイルＬ１によらず常に一定、かつ純抵抗としている。
【００６９】
　例えばアンテナ共振部１１０は、可変コンデンサ（並列共振コンデンサ）ＶＣ１が並列
接続され、また、固定容量のコンデンサＣ２、Ｃ５（直列共振コンデンサ）が直列接続さ
れた直並列共振回路として構成される。可変コンデンサＶＣ１は、これに入力される制御
電圧（制御信号）が変化することにより、容量が変化し、これにより、アンテナ共振部１
１０の共振周波数が変化する。なお、可変コンデンサは、複数設けられ、それら複数の可
変コンデンサの容量が、同じ制御電圧値により変化するように構成されていてもよい。
【００７０】
　コンデンサＣ９、Ｃ１０（並列共振コンデンサ）は、アンテナサイズの違い等によるア
ンテナ特性差を吸収するための追加のコンデンサである。コンデンサＣ９、Ｃ１０の容量
をそれぞれCp2とし、可変コンデンサＶＣ１の容量をCp1とすると、これらの合成容量はCp
1+Cp2/2となる。可変容量コンデンサＶＣ１は、印加される制御電圧が大きくなると容量
が減少するように構成されている。したがって、制御電圧が大きくなると共振周波数は高
くなる。
【００７１】
　コンデンサＣ７、Ｃ８は、可変コンデンサＶＣ１に印加される上記制御電圧（ＤＣ電圧
）がアンテナＬ３に漏れないようにするためのＤＣカットの機能を有する。コンデンサＣ
７、Ｃ８の容量は、後述するチューニングの実行時での影響を小さくするため、合成容量
（Cp1+Cp2/2）としての例えば200pFに比べ、十分に大きな10nFに設定されている。コンデ
ンサＣ７、Ｃ８の容量が小さい場合、可変コンデンサＶＣ１の可変率が減少する等の影響
が出てくる。
【００７２】
　インピーダンスマッチング部１１４は、アンテナ共振部１１０のＱ値（Quality Factor
、先鋭度）を決めるダンピング抵抗Ｒ５、Ｒ６を有する。本実施形態では、これらはショ
ート抵抗（0Ω）とされる。
【００７３】
　フィルタ部１２０は、コイルＬ２、Ｌ３、コンデンサＣ１、Ｃ４を有し、ＥＭＣ（Elec
tro Magnetic Compatibility）機能を有する。アンテナ駆動部１３０から出力される高周
波の発振信号（上記送信信号）は矩形波である。フィルタ部１２０は、この発振信号によ
る高周波ノイズを除去する機能を有する。そのカットオフ周波数は16MHz～20MHzとされる
。コイルＬ２、Ｌ３は、コンデンサＣ２、Ｃ５の一方の端子にそれぞれ接続されている。
コンデンサＣ１、Ｃ４は、コイルＬ２、Ｌ３のそれぞれとグランドとの間に接続されてい
る。
【００７４】
　アンテナ駆動部１３０の送信信号生成部１０１は、発振周波数を制御可能な発振部１３
１と、発振部１３１により得られる発振信号をアンテナ共振部１１０に供給するパルス発
生部１３５と、発振部１３１の出力ゲインを制御するゲインコントローラ１３２とを備え
る。パルス生成部１３５は駆動部としても機能する。
【００７５】
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　発振部１３１は、12MHz～17MHzの広範囲に亘る発信周波数の信号を出力するように制御
部１４０により制御される周波数可変発振器からなる。典型的には、発振周波数は、13.5
6MHzに制御されるが、設計上、13.56MHzからオフセットされた発振周波数に制御される場
合もある。そのオフセットされた発振周波数は、メーカーや製品モデルによって異なる固
有値である。
【００７６】
　制御部１４０は、発振部１３１によって出力される発振周波数を、ターゲット周波数f0
（上述した13.56MH、または、それからオフセットされた発振周波数）に一致させるよう
に制御する。
【００７７】
　本実施形態では、上記ターゲット周波数f0は、アンテナ共振部１１０のインダクタンス
、Ｑ値、インピーダンス等の設計により決まる設計値である。これらはアンテナ特性を決
定する設計値である。
【００７８】
　パルス発生部１３５は、発振部１３１から供給される高周波の発振信号を、正相のパル
ス信号（例えば第１信号）と、それと逆位相のパルス信号（例えば第２信号）を生成し、
これらを送信信号としてフィルタ部１２０に出力する。例えば、パルス発生部１３５は、
これらの２つの信号をそれぞれ生成する一対の差動増幅器Ａ１、Ａ２を含む。
【００７９】
　アンテナ駆動部１３０は、制御部１４０からのデジタルの制御電圧値を、アナログ信号
に変換するＤＡＣ（デジタル／アナログ変換器）１３６を有する。ＤＡＣ１３６によって
変換されたアナログのバイアス制御電圧は、可変コンデンサＶＣ１に印加される。また、
アンテナ駆動部１３０は、検出部１０６で検出された電流値を示すＤＣ電圧信号をデジタ
ル化するＡＤＣ（アナログ／デジタル変換器）１３４を有する。
【００８０】
　アンテナ駆動部１３０は、パルス発生部１３５の送信信号と、アンテナ部を流れる電流
であるアンテナ電流との時間差を測定する測定部１０５を有する。例えば測定部１０５は
、位相比較器Ａ３と、ディレイ算出部１０８とを有する。Ｔｘ１端子およびＴｘ２端子か
らそれぞれ出力される信号でなる送信信号により、アンテナコイルＬ１にアンテナ電流が
流れる。そのアンテナ電流の位相を、アンテナコイルＬ１の両端に接続されたＲｘ１端子
（あるいは、後述する送信装置１００ＢではＲｘ２端子）を利用して、アンテナ駆動部１
３０内に取り込むことができる。
【００８１】
　例えば、位相比較器Ａ３の非反転入力端子には、送信信号として差動増幅器Ａ１からの
信号が入力される。反転入力端子には、送信信号によるアンテナ電流（インピーダンスマ
ッチング部１１４において、送信信号が供給される線を流れる電流）の信号が入力される
。位相比較器Ａ３は、これらの信号の位相を比較して位相差に相当する電圧信号を出力す
るように構成される。ディレイ算出部１０８はその位相差に基づき、その時間差を算出し
、これを制御部１４０に出力する機能を有する。
【００８２】
　測定部１０５は、アンテナ駆動部１３０の外部に設けられていてもよい。
【００８３】
　送信装置１００Ａは、アンテナパラメータ、発振部１３１による発振周波数等の設定値
、上記時間差等を記憶する記憶部１４５を備える。
【００８４】
　アンテナ駆動部１３０は、例えばＬＳＩ（Large Scale Integration）により構成され
る。検出部１０６および記憶部１４５のうち少なくとも１つは、このＬＳＩの内部に設け
られていてもよい。また、制御部１４０を構成する回路のうち一部または全部が、このＬ
ＳＩ（アンテナ駆動部１３０）の外部に設けられていてもよい。
【００８５】
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　R/W機能を実現するためのRWモードでは、制御部１４０は、発振部１３１を上記した周
波数範囲のうち任意の周波数で発振させ、パルス発生部１３５がその周波数を持つ信号を
Ｔｘ１端子およびＴｘ２端子にそれぞれ出力するように、制御を実行する。一方、カード
機能を実現するためのカードモードでは、制御部１４０は、アンテナ共振部１１０のアン
テナコイルＬ１に誘起される受信信号を図示しない受信回路で検出し、負荷変調により応
答する制御を行う。
【００８６】
　２．２）ブースター（外部駆動部）を持つ送信装置
【００８７】
　図３は、図１に示した送信装置１００として、ブースターを持つ送信装置１００Ｂの回
路構成を示す。これ以降の説明では、図２に示した形態に係る送信装置が含む要素や機能
等について実質的に同様の要素については同一の符号を付し、その説明を簡略化または省
略し、異なる点を中心に説明する。
【００８８】
　この送信装置１００Ｂでは、アンテナ駆動部１３０とフィルタ部１２０との間に接続さ
れたブースター１７０を備える。ブースターを持つ送信装置１００Ｂでは、主にブースタ
ー１７０が「駆動部」として機能する。ブースター１７０は、アンテナ駆動部１３０から
の出力電圧を増幅させることにより、アンテナ電流の振幅を増大させる機能を有する。
【００８９】
　図２に示した送信装置１００Ａにおけるパルス発生部１３５への電力供給ライン（VC1_
driveのライン）とは別の電力供給ライン（VC2_driveのライン）が、検出部１０６を介し
てブースター１７０に接続されている。すなわち、検出部１０６は、ブースター１７０に
供給される電力（電流）を検出する。
【００９０】
　図２に示した送信装置１００Ａでは、上述したように、測定部１０５における位相比較
器Ａ３の反転入力端子には、差動増幅器Ａ１が生成する信号によるアンテナ電流の信号Ｒ
ｘ１が入力された。これに対し、この送信装置１００Ｂでは、位相比較器Ａ３の反転入力
端子には、パルス発生部１３５における差動増幅器Ａ２が生成する信号によるアンテナ電
流（インピーダンスマッチング部１１４において、当該差動増幅器Ａ２が生成する信号が
供給される線を流れる電流）の信号Ｒｘ２が入力される。この違いの意味については後述
する。
【００９１】
　３．本実施形態に係る送信装置（図１、２）の動作を理解するための参考例
【００９２】
　３．１）参考例に係る信号装置の構成
【００９３】
　図４は、参考例に係る、ブースターを持たない送信装置の基本的な回路構成を示す。こ
の送信装置１０Ａは、ＬＳＩ部３３０（アンテナ駆動部）、フィルタ部３２０、インピー
ダンスマッチング部３１４、およびアンテナコイルＬ１を備える。インピーダンスマッチ
ング部３１４は、固定容量の、直列共振のコンデンサＣ２、Ｃ５、並列共振のコンデンサ
Ｃ９、Ｃ１０を有する。
【００９４】
　図５は、参考例に係る、ブースター１７０を持つ送信装置の基本的な回路構成を示す。
この送信装置１０Ｂは、図４に示した送信装置１０Ａにおいて、ＬＳＩ部３３０とフィル
タ部１２０との間にブースター１７０が挿入されたものである。このブースター１７０は
、例えば決済端末で使用される回路である。
【００９５】
　ブースター１７０は、トランジスタＱ１、Ｑ２、コイルＬ５、Ｌ６により電圧増幅を行
う。駆動電圧は、例えば5Vとされる。トランジスタＱ１、Ｑ２が、コイルＬ５、Ｌ６に流
れるそれぞれの電流をON/OFFすることで、駆動電圧5Vより高い電圧を発生させ、駆動電流



(15) JP 2017-175409 A 2017.9.28

10

20

30

40

50

を増大させる。
【００９６】
　コイルＬ５、Ｌ６による位相遅れを補正して、ブースター１７０による位相変化をほぼ
ゼロにするために、コンデンサＣ１３、Ｃ１４の容量は、ωL=1/ωCを満たすように設定
されている。ブースター１７０での位相変化は、コイルＬ５およびコンデンサＣ１で相殺
されるため、インピーダンスマッチング部３１４の各コンデンサＣ２、Ｃ５、Ｃ９、Ｃ１
０の容量は、ブースター１７０の有無に関わらず同じ値を使用できる。実際には、ＬＳＩ
部３３０の出力インピーダンスの影響やコンデンサＣ１３による位相補正ずれが生じるた
め、図８の表に示すように、並列共振コンデンサＣ９、Ｃ１０、直列共振コンデンサＣ２
、Ｃ５の容量の最適化が図られている。
【００９７】
　図３に示した送信装置１００Ｂにおけるブースター１７０は、図５に示したブースター
１７０と同様の構成を有する。
【００９８】
　３．２）駆動パルスおよびアンテナ電流の時間差
【００９９】
　図６Ａ～Ｃは、図４に示した参考例に係る送信装置１０Ａにおいて、共振条件（コンデ
ンサＣ２、Ｃ５、Ｃ９、Ｃ１０が最適化された状態）での各部の信号の計算結果を示すグ
ラフである。具体的には、図６Ａは、ＬＳＩ部３３０における抵抗Ｒ１を流れる電流であ
り、ＬＳＩ部３３０が動作するための駆動電流を示す。図６Ｂは、アンテナコイルＬ１を
流れるアンテナ電流を示す。図６Ｃは、電源Ｖ１、Ｖ２による駆動パルスを示す。
【０１００】
　なお、図１に示した電源１０７により供給される電力に相当する電力が、図４に示した
電源Ｖ１、Ｖ２から供給される電力の一部に相当する（図２の「VC1_drive」）。
【０１０１】
　このような共振条件において、駆動パルス（つまり送信信号）およびアンテナ電流の時
間差を求めることを考える。そのためには、駆動パルスおよびアンテナ電流のそれぞれの
位相基準点を考慮する必要がある。
【０１０２】
　この送信装置１０Ａにおいて、駆動パルスは、電圧Ｖ１、Ｖ２の位相が180°ずれた（
極性が反転した）２つのパルスで駆動する差動回路により生成される。駆動パルスは、VP
、VNの差信号であるため、-3～+3Vの6Vppとなる。駆動パルスの位相基準点は、0Vとなる
点であり、駆動パルスの立ち上がりタイミングｔ１である。
【０１０３】
　送信装置１０Ａは、コイルを含む回路を駆動するため、駆動電流は正弦波ではなく歪が
生じる。駆動電流の位相基準点は、0mAとなる点である。これに対し、アンテナ電流は13.
56MHzの共振回路となっているため、綺麗な正弦波となっており、アンテナ電流の位相基
準点の0mAは容易に求められる。
【０１０４】
　このような共振条件において、駆動パルスの位相基準点、つまり駆動パルスの立ち上が
りタイミングｔ１から、アンテナ電流の位相基準点のタイミングｔ２までの時間差は、14
.9nsとなった。この時間差（ｔ２－ｔ１）に相当する位相差は、当該時間差14.9nsと周波
数13.56MHzから算出することができる。
【０１０５】
　図７Ａ～Ｃは、図５に示した参考例に係る送信装置１０Ｂにおいて、共振条件（コンデ
ンサＣ２、Ｃ５、Ｃ９、Ｃ１０が最適化された状態）での各部の信号を示すグラフである
。具体的には、図７Ａは、ＬＳＩ部３３０における抵抗Ｒ１を流れる電流である。図７Ｂ
は、ブースター１７０のコイルＬ５に流れる電流であり、駆動電流（例えば駆動電圧5Vに
よる電源電流）を示す。図７Ｃは、アンテナ電流を示し、図７Ｄは、電源Ｖ１、Ｖ２によ
る駆動パルスを示す。
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【０１０６】
　なお、図１に示した電源１０７により供給される電力に相当する電力が、図４に示した
電源Ｖ０から供給される電力の一部に相当する（図３の「VC2_drive」）。
【０１０７】
　この送信装置１０Ｂについても、上記送信装置１０Ａの場合と同様に、駆動パルス（つ
まり送信信号）およびアンテナ電流の時間差を求めることを考える。
【０１０８】
　この送信装置１０Ｂにおいて、ブースター１７０のコイルＬ５、Ｌ６によるブースト効
果により、図７Ｂに示したように駆動電流に大きな歪が生じていること、また、その駆動
電流の位相基準点が判然としないことがわかる。
【０１０９】
　図７Ａに示すように、図６Ａの駆動電流に相当する、ＬＳＩ部３３０の出力電流は、ト
ランジスタＱ１、Ｑ２のみを駆動すればよいため、パルス的な駆動電流となり、電流値が
小さくなっていること、連続波でなく歪が多いことがわかる。したがって、このＬＳＩ部
３３０の出力電流の電流検出を行うことは容易ではない（不向きである）ことがわかる。
【０１１０】
　図７Ｃに示すように、アンテナ電流はブースター１７０によりインピーダンスZが同じ8
0Ωであるにも関わらず、図６Ｂに示したアンテナ電流に比べ、振幅が1.7倍に増えている
のがわかる。
【０１１１】
　送信装置１０Ｂでは、ＬＳＩ部３３０から出力されたパルス信号は、トランジスタＱ１
、Ｑ２によって反転する。したがって、アンテナ電流の位相基準点は、図７Ｄにおいてタ
イミングｔ２で示す立ち下がりエッジから、タイミングｔ４で示す立ち上がりエッジへシ
フト（反転）される必要がある。つまり、位相基準点は、駆動パルスの半周期分シフトさ
れる必要がある。
【０１１２】
　この場合、駆動パルスとアンテナ電流の位相基準点同士の時間差は、駆動パルスの立ち
上がりエッジのタイミングｔ３から、アンテナ電流の位相基準点（立ち上がりから0mAに
なる点）のタイミングｔ４までとなる。当該時間差（ｔ４－ｔ３）は、17.7nsとなった。
【０１１３】
　駆動パルスの立ち下がりのタイミングｔ１から、アンテナ電流の位相基準点（立ち下が
りから0mAになる点）のタイミングｔ２までの時間差も、同じ17.7nsである。
【０１１４】
　この送信装置１０Ｂでの時間差（17.7ns）は、トランジスタＱ１により時間遅れや、コ
ンデンサＣ１３による位相補正ずれのため、送信装置１０Ａでの時間差（14.9ns）に比べ
、約3ns大きな値となった。
【０１１５】
　上記位相基準点のシフトあるいはエッジの反転を実現するために、送信装置１０Ｂは、
図３に示したように、位相比較器Ａ３の反転入力端子に入力される信号は、送信装置１０
Ａにおける位相比較器Ａ３の反転入力端子に入力される信号とが異なっている（180°シ
フトあるいは反転されたものとなってる）。
【０１１６】
　３．３）共振条件
【０１１７】
　図８は、送信装置１０Ａ、１０Ｂについて、共振条件をまとめた表である。具体的には
、マッチングインピーダンス、並列共振コンデンサＣ９、Ｃ１０の容量（Cp）、直列共振
コンデンサＣ２、Ｃ５の容量（Cs）、アンテナ電流、時間差を示す。
【０１１８】
　図９Ａは、送信装置１０Ａについて、容量Cpと、駆動電力、アンテナ電流、および時間
差との関係を示すグラフである。ここでの駆動電力とは、アンテナ駆動部（ＬＳＩ部３３
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０）に供給される電力であり、グラフではその実効値（あるいは平均値）を示す。
【０１１９】
　図９Ｂは、送信装置１０Ｂについて、容量Cpと、駆動電力、アンテナ電流、および時間
差との関係を示すグラフである。ここでの駆動電力とは、ブースターに供給される電力で
あり、グラフではその実効値（あるいは平均値）を示す。
【０１２０】
　図９Ａに示すように、容量Cpが大きくなると（共振周波数が低くなると）、時間差は大
きくなり、アンテナ電流は低くなる。駆動電力は共振条件となるCp=116pFで最小となるこ
とがわかる。つまり、共振条件では、アンテナ電流を最も効率的に駆動できていることに
なる。容量Cpが大きいとアンテナ電流が減ってしまう理由は、共振周波数ずれによってイ
ンピーダンスZが80Ωより大きくなるためである。
【０１２１】
　図９Ｂに示すように、容量Cpが大きくなると（共振周波数が低くなると）、図９Ａと同
様に、時間差は大きくなるが、アンテナ電流は、共振条件のCp=115pFで最大となり、その
場合、駆動電力は最小となることがわかる。
【０１２２】
　送信装置１０Ａ、１０Ｂで、駆動電圧は違うものの、どちらも電圧は一定となるため、
駆動電流を検出することで、駆動電力も測定可能となる。
【０１２３】
　以上のことから、時間差を最適値（最適時間差）に合わせるようにすること、または、
駆動電力（もしくは駆動電流）を最小にすることで、ブースター１７０の有無に関わらず
、共振周波数のオートマティックなチューニングができることが理解できる。以下、前者
によるチューニング方法を最適時間差法と言い、後者によるチューニング方法を駆動電力
最小法と言う。具体的なチューニング方法の詳細については後述する。
【０１２４】
　チューニングとは、主に、共振周波数を適切に制御するための、可変コンデンサＶＣ１
に入力する制御信号の最適値（最適制御値）を検出することである。送信装置１０Ａ、３
００Ｂが使用される環境に応じて最適制御値は変動する。したがって、それに応じて最適
制御値を検出することが、アンテナの共振周波数に適切に制御でき、安定した通信特性を
得ることにつながる。
【０１２５】
　図１０は、送信装置１０Ｂにおいて、様々な値のマッチングインピーダンスについての
、容量Cpと、アンテナ電流および駆動電力との関係を示すグラフである。グラフでは、実
線がアンテナ電流、破線が駆動電力を示している。（ ）内の値がマッチングインピーダ
ンス（Ω）を表している。すなわち、マッチングインピーダンスは、40、80、120、160、
200Ωに設定された。また、アンテナコイルＬ１のインダクタンスは、2μHと設定された
。
【０１２６】
　共振条件を保ったまま、マッチングインピーダンスを変えるためには、直列共振コンデ
ンサおよび並列共振コンデンサの両方の容量を変える必要がある。本実施形態では、それ
ぞれのマッチングインピーダンスで、直列共振コンデンサの容量は最適化し、固定とされ
ている。
【０１２７】
　マッチングインピーダンスによらず、共振条件ではアンテナ電流は最大となり、そのア
ンテナ電流が最大の場合の容量Cpに対応する駆動電力は最小値とほぼ一致している。マッ
チングインピーダンスを変えても、駆動電力最小の場合の容量Cpが、共振周波数に対応す
る容量であることは変わらない。したがって、駆動電力最小法は、最適時間差法に比べ、
マッチングインピーダンスを考慮する必要がない、というメリットを有する。
【０１２８】
　図１１は、送信装置１０Ｂにおいて、様々な値のマッチングインピーダンスについての
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、容量Cpと時間差との関係を示すグラフである。マッチングインピーダンスとアンテナコ
イルＬ１の設定値は、図１０の場合と同じである。マッチングインピーダンスが大きくな
ると、共振条件での時間差が大きくなる。したがって、マッチングインピーダンスごとに
、最適時間差、つまり最適な位相差を変える必要がある。
【０１２９】
　図１２は、送信装置１０Ｂにおいて、マッチングインピーダンスと、アンテナ電流、時
間差、駆動電力との関係を示すグラフである。アンテナコイルＬ１の設定値は、図１０、
１１の場合と同じである。
【０１３０】
　アンテナ電流は、マッチングインピーダンスが大きくなると大きくなるが、160Ωでピ
ークとなり、200Ωでは少し減少している。これに対し、時間差は単調増加、駆動電力は
単調減少となりどちらもほぼ直線と考えてよい。
【０１３１】
　ブースター１７０（の駆動部）の出力インピーダンスはコイルＬ５、Ｌ６のインダクタ
ンスで決まる。したがって、共振条件でのアンテナ電流がピークを持つのは、このインダ
クタンス（1.5μH）とのインピーダンスマッチングによるものと考えられる。
【０１３２】
　共振周波数13.56MHzでのコイルＬ５、Ｌ６のインピーダンスは約130Ωであるため、こ
の近辺で電流最大となる。例えば、コイルＬ５のインピーダンスは、[2πf（=13.56MHz）
×インダクタンス値L5]により計算される。コイルＬ５、Ｌ６のインダクタンスにより、
トランジスタＱ１、Ｑ２のON/OFFによる逆起電力の大きさ（ブースター１７０効果の大き
さ）が決まるため、出力インピーダンスとの兼ね合いから最適な設計を行えばよい。
【０１３３】
　図１２から、ブースター１７０を持つ送信装置では、マッチングインピーダンスを高め
に設定することで、より少ない駆動電力で大きなアンテナ電流を得ることができることが
わかる。したがって、ブースター１７０を持つ送信装置は、バッテリー駆動の機器で有用
となる。
【０１３４】
　４．チューニング方法
【０１３５】
　以下、図１または２で示した送信装置１００Ａ、１００Ｂが実行する共振周波数のチュ
ーニング方法について説明する。
【０１３６】
　４．１）駆動電力最小法
【０１３７】
　図１３は、駆動電力最小法によるチューニング方法を示すフローチャートである。この
駆動電力最小法は、送信装置１００Ａ、１００Ｂの両方に適用することが可能な方法であ
る。
【０１３８】
　制御部１４０は、ターゲット周波数f0を記憶部１４５から読み出し、これを発振部１３
１に設定する（ステップ１０１）。また、制御部１４０は、予め記憶部１４５に記憶され
ているアンテナパラメータを、制御部１４０の内部レジスタやゲインコントローラ１３２
等に設定する（ステップ１０２）。
【０１３９】
　アンテナパラメータとは、例えば、インピーダンス、Ｑ値、発振部１３１から出力され
る発振信号のゲイン、可変コンデンサＶＣ１への制御信号としてのＤＡＣ１３６の制御電
圧値（初期値として例えば0V）等である。
【０１４０】
　ステップ１０３～１０６では、制御部１４０は、最適制御値を検出する処理を実行する
。
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【０１４１】
　例えば、制御部１４０は、所定のサーチ範囲内（例えば0～3V）で、制御信号である制
御電圧を掃引する。具体的には、制御部１４０は、ＤＡＣ１３６への制御電圧値を、例え
ば0Vから１ステップごとに、単位電圧ずつ増加させ、その１ステップごとに、検出部１０
６により駆動電流を測定し、駆動電力を演算する（ステップ１０３）。この場合、制御部
１４０は、駆動電力値を取得する取得部として機能する。
【０１４２】
　制御部１４０は、システム電圧の最大値である3Vまで（測定が終了するまで）制御電圧
値を増加させていく。0～3Vまでの間（ステップ１０６）に、制御部１４０は、駆動電力
の最小値を検出すると（ステップ１０４のYES）、駆動電力が最小となるときの、ＤＡＣ
１３６への制御電圧値である最適制御値を、記憶部１４５に記憶する（ステップ１０５）
。ステップ１０５では、測定された最小の駆動電力値を記憶しておいてもよい。
【０１４３】
　ステップ１０３では、制御部１４０は、具体的には、前回測定された値と、今回測定さ
れた値とを比較し、今回測定された値が、前回測定された値より小さい場合、その値を保
持しておけばよい。
【０１４４】
　ステップ１０３では、制御部１４０は、駆動電力を演算するのではなく、測定された駆
動電流値を取得し、ステップ１０４で最小の駆動電流を検出してもよい。この場合、制御
部１４０またはＡＤＣ１３４は、駆動電流値を取得する取得部として機能する。そして、
制御部１４０は、ステップ１０５で、駆動電流が最小となるときの、ＤＡＣ１３６への制
御電圧値である最適制御値を、記憶部１４５に記憶する。
【０１４５】
　制御部１４０は、制御電圧値を3Vまで増加させた後（ステップ１０６のYes）、通常の
、通信用の発振周波数（例えば13.56MHz）を、発振部１３１に設定する（ステップ１０７
）。制御部１４０は、通信用のアンテナパラメータを設定して（ステップ１０８）、チュ
ーニング処理を終了する。通信用のアンテナパラメータの１つとして、記憶部１４５に記
憶された最適制御値がある。つまり、通信時には、制御部１４０は、記憶部１４５に記憶
された最適制御値を使用して共振周波数を制御する。
【０１４６】
　４．２）最適時間差法
【０１４７】
　図１４は、最適時間差法によるチューニング方法を示すフローチャートである。この最
適時間差法は、送信装置１００Ａ、１００Ｂの両方に適用することが可能な方法である。
このフローチャートにおいて、図１３に示したものと同様のステップについては、その説
明を省略する。
【０１４８】
　制御部１４０は、ステップ２０２において、記憶部１４５に記憶された最適時間差を抽
出し、これをアンテナパラメータのうちの１つとして設定する。最適時間差は、送信装置
１００Ａ、１００Ｂの工場出荷時（製造時）に、記憶部１４５に記憶されていればよい。
工場出荷後に任意または所定のタイミングで、最適時間差が校正または更新されるように
してもよい。
【０１４９】
　ステップ２０３では、例えば、制御部１４０は、所定のサーチ範囲内（例えば0～3V）
で、制御信号である制御電圧を掃引する。具体的には、制御部１４０は、0Vから１ステッ
プごとに、単位電圧ずつ増加させ、その１ステップごとに、測定部１０５により、駆動パ
ルス（送信信号）とアンテナ電流の時間差を測定する（ステップ２０３）。制御部１４０
は、測定された時間差を取得し、この場合、取得部として機能する。
【０１５０】
　測定された時間差が、設定された最適時間差以下である場合（ステップ２０４のYes）
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、制御部１４０は、その測定された時間差を、最適時間差とし、最適時間差が検出された
ときの、ＤＡＣ１３６への制御電圧値である最適制御値を、記憶部１４５に記憶する（ス
テップ２０５）。
【０１５１】
　図１３に示した駆動電力最小法では、フローチャートでは、0～3Vのすべての制御電圧
値をサーチする必要があった。しかし、この最適時間差法では、0～3Vのすべての制御電
圧値（所定のサーチ範囲）をサーチする必要はなく、ステップ２０３、２０４において、
最適時間差を検出した時点で、サーチを終了することができる。
【０１５２】
　制御部１４０は、ステップ１０８の通信用のアンテナパラメータの設定時において、ス
テップ２０５で記憶された最適制御値を、アンテナパラメータの１つとして設定する（ス
テップ２０８）。
【０１５３】
　５．まとめ
【０１５４】
　以上のように、駆動電力最小法では、駆動電流またはその駆動電流に基づく駆動電力が
最小になるように共振周波数が制御される。したがって、ブースター１７０の有無に関わ
らず、送信装置１００Ａ、１００Ｂが使用される環境の変動に応じて、アンテナの共振周
波数に適切に制御でき、安定した通信特性を得ることができる。
【０１５５】
　また、駆動電力最小法では、マッチングインピーダンスに無関係となるため、設計が簡
易となる。
【０１５６】
　一方、最適時間差法では、予め記憶された、送信信号およびアンテナ電流の最適時間差
を用いて、駆動電流またはその駆動電流に基づく駆動電力が最小になるように共振周波数
が制御される。したがって、上記同様に、ブースター１７０の有無に関わらず、送信装置
が使用される環境の変動に応じて、アンテナの共振周波数に適切に制御でき、安定した通
信特性を得ることができる。
【０１５７】
　本実施形態では、ブースター１７０の有無によらずに、つまり送信装置１００Ａ、１０
０Ｂで同一の制御方法が使用可能である。したがって、適用範囲が広まり、コスト上もメ
リットもある。ＮＦＣによる通信のためには、アンテナをメモリカード内に配置する必要
があるが、メモリカードの外形よりも小さいサイズのアンテナを搭載する場合がある。ア
ンテナの特性として小型であるが故に発する電波は微弱になり、小型のアンテナを使うと
いうことは、通信という観点からは、不利になってしまう。弱い電波強度を高めるための
ブースターの小型化は難しいので、メモリカード内にブースターを配置することは難しく
なる。本技術では、機器のサイズに応じて、ブースター１７０を持たない送信装置１００
Ａ、および、それを持つ送信装置１００Ｂのうち１つを選択して、当該機器に組み込むこ
とができる。
【０１５８】
　６．非接触給電（ワイヤレス給電）システム
【０１５９】
　上記非接触通信システム１（図１参照）の技術を、非接触給電システムの技術であるＷ
ＰＣ（Wireless Power Consortium）等に適用可能である。
【０１６０】
　図１５は、非接触給電システムの構成を示すブロック図である。この非接触給電システ
ム２と、図１に示す非接触通信システム１の異なる点は、給電モードが設けられる点であ
り、受電装置２５０に充電制御部２１９が設けられる点である。ここでは、送受の双方向
通信に対応する方式を示している。
【０１６１】
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　給電装置（送信装置）１５０のアンテナ共振部１１０は、ＬＣの共振回路で構成されて
おり、例えばQiフォーマットで知られる電磁誘導方式では、100~200kHzの出力周波数を持
つ。このようにシステムが、フォーマットとして複数の方式を許容する場合、ＬＳＩ（ア
ンテナ駆動部）により使用する発振周波数や、アンテナ共振部１１０におけるアンテナコ
イルＬ１の仕様が違ってくる。
【０１６２】
　この非接触給電システム２の給電方式として、電磁誘導や磁界共鳴等の方式が適用可能
であり、方式によらない。給電装置１５０は、キャリア信号を送出し、１次側アンテナ部
１１２を経てアンテナに電流を流す。アンテナコイルに流れた電流により発生する磁界が
、受電装置２５０の２次側アンテナ部２０１と磁気的に結合することで、２次側アンテナ
部２０１に電圧が励起されエネルギーの伝送が行われる。
【０１６３】
　非接触通信システム１の通信状態では、送信装置１００と受信装置２００との通信距離
が長く、距離が変わる。しかし、例えば給電方式として、Qiフォーマットで知られる電磁
誘導方式では、給電装置１５０（例えば給電送信パッド）に受電装置２５０（例えば携帯
電話デバイス）を置く形となるため、両者の距離は常にほぼ一定となる。このような非接
触給電システム２は、給電装置１５０および受電装置２５０にそれぞれ共振回路を有して
おり、位置ずれや給電される機器によりその共振周波数がずれるという課題は、上記非接
触通信システム１の（非接触通信システム１で解決される）課題と同じである。
【０１６４】
　具体的には、１次側アンテナ部１１２および２次側アンテナ部２０１は、効率的な伝送
を行うため、キャリア周波数で共振するように共振回路により構成されている。一般にエ
ネルギー効率は、電磁誘導結合の結合係数ｋとアンテナのＱ値の掛け算で決まるため、大
きなｋと高いＱであることが望ましい。しかしながら共振回路のＱを高くすると、定数の
ばらつきにより共振周波数が大きくずれてしまうため、非常に高精度の部品を使うか、前
述したように共振周波数を調整する必要がある。
【０１６５】
　図１６は、外部駆動部を持つ給電装置１５０の回路構成を示す。図１７は、その外部駆
動部３７０の構成を示す。外部駆動部３７０は、フルブリッジ回路として構成される。図
１６に示すように、検出部１０６は、外部駆動部３７０に供給される電力（電流）を検出
するように構成される。
【０１６６】
　非接触給電システムの給電装置にも、上記の送信装置の技術を適用可能である。すなわ
ち、外部駆動部の有無に関わらず、駆動電力最小法または最適時間差法の適用により、給
電装置が使用される環境の変動に応じて、アンテナの共振周波数に適切に制御でき、安定
した通信特性を得ることができる。
【０１６７】
　７．他の種々の形態
【０１６８】
　本発明は、以上説明した実施形態に限定されず、他の種々の実施形態を実現することが
できる。
【０１６９】
　図２に示した送信装置１００Ａにおいて、例えば位相比較器Ａ３の非反転入力端子に、
送信信号として差動増幅器Ａ２からの信号が入力され、反転入力端子に、その送信信号に
よるアンテナ電流の信号が入力されるようにしてもよい。
【０１７０】
　同様に、図３に示した送信装置１００Ｂにおいて、位相比較器Ａ３の非反転入力端子に
、送信信号として差動増幅器Ａ２からの信号が入力され、反転入力端子に、差動増幅器Ａ
１からの送信信号によるアンテナ電流の信号が入力されるようにしてもよい。
【０１７１】
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　送信装置１００Ａ、１００Ｂにおいて、最適時間差法を用いず、駆動電力最小法のみで
チューニングを実行する場合、測定部１０５は設けられていなくてもよい。
【０１７２】
　逆に、送信装置１００Ａ、１００Ｂにおいて、駆動電力最小法を用いず、最適時間差法
のみでチューニングを実行する場合、検出部１０６は設けられていなくてもよい。
【０１７３】
　以上説明した各形態の特徴部分のうち、少なくとも２つの特徴部分を組み合わせること
も可能である。
【符号の説明】
【０１７４】
　Ａ１、Ａ２…一対の差動増幅器
　Ｌ１…アンテナコイルＬ１
　ＶＣ１…可変容量コンデンサ
　１００…送信装置
　１００Ａ…送信装置（ブースターを持たない）
　１００Ｂ…送信装置（ブースターを持つ）
　１０５…測定部
　１０６…検出部
　１１０…アンテナ共振部
　１１４…インピーダンスマッチング部
　１３０…アンテナ駆動部
　１３１…発振部
　１３５…パルス発生部
　１４０…制御部
　１４５…記憶部
　１５０…給電装置
　１７０…ブースター（外部駆動部）
　３７０…外部駆動部
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